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研究成果の概要（和文）：本研究では、直交変調構成の包絡線パルス幅変調(EPWM)スイッチン

グ動作型送信機について、実験的に初めて電力増幅器を用いた変調精度評価を行った。また、

直交変調型 EPWM 送信機の実質的な電力効率の指標として、復調後信号点における振幅の大

きさを表す実効復調電力効率を提案した。さらに、周波数可変で、電力損失、変調精度劣化を

抑えつつ、量子化雑音による帯域外輻射を低減するため、180°ハイブリッド電力合成を用い

た電力増幅器挿入型トランスバーサルフィルタを提案した。 
 
研究成果の概要（英文）：This study first performs an modulation accuracy measurement  
including a power amplifier for a quadrature-modulation envelope pulse-width-modulation 
(EPWM) type switching-mode transmitter. In addition, this study proposes effective 
demodulation power efficiency (EDPE) as a figure of merit to represent the substantial 
power efficiency for a quadrature-modulation EPWM transmitter. Furthermore, the study 
proposes a power-amplifier inserted transversal filter with 180-degree hybrids for power 
combining to suppress the out-of-band quantization noise. 
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１．研究開始当初の背景 
 移動体通信において、送信機における電力
の約半分は電力増幅器により消費されてい
る。従って、電力利用効率が高く、歪みの少
ない線形電力増幅器が求められている。線形
増幅に広く用いられている AB 級電力増幅器
は、出力電力が飽和電力に近い場合はある程
度高い電力効率が得られるが、飽和出力電力
に対する平均電力のバックオフが大きい場

合、電力効率が大幅に低下する。このため、
PAPR（最大電力と平均電力の比）が大きい
近年の多値直交振幅変調やOFDM方式では、
電力効率が大幅に低下する問題がある。また、
同じ理由により、電力増幅器の出力電力を下
げて使用した場合にも電力効率が大幅に低
下する。 
 これらの平均電力を飽和電力より低いと
ころで使用したときの電力効率低下の問題
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は、電力増幅器内の出力段トランジスタをス
イッチング動作させることにより、トランジ
スタでの電力消費を抑え、電力効率を向上さ
せる方法により大幅に改善することができ
る[1]。その中で代表的な包絡線除去復元
(EER: Envelope Elimination and 
Restoration)方式 [1]、[2]は、電力増幅器出
力段トランジスタの電源電圧を制御するこ
とにより、ベースバンド信号の振幅に相当す
る RF 信号の包絡線振幅を変化させる。これ
により、トランジスタを常にスイッチング動
作させることが可能となり、バックオフを大
きくしても高効率を維持することができる。
図 1 に示すように、この方式では、まず入力
されたベースバンド信号を包絡線成分と位
相成分に分ける。位相成分は搬送波を位相変
調する。一方、振幅成分はスイッチングレギ
ュレータで増幅したのち、飽和動作型増幅器
の電源電圧に適用することにより、位相変調
波の振幅を変調する。飽和電力増幅器は常に
スイッチング動作することにより、高い電力
効率を得ることができる。しかし、増幅器出
力トランジスタの電源バイアスが出力振幅
に応じて変化するため寄生容量が変化し、位
相ひずみが発生する問題がある[1]。また、ス
イッチングレギュレータの電力損失により、
電力効率が低下する問題がある。さらに、出
力段トランジスタの電源電圧と出力振幅の
間に非線形性があるため、増幅器の線形性が
低下する問題がある。 
 これらのEERの問題点を解決するために、
定包絡線の RF 信号をパルス幅変調(PWM)
（パルス密度変調を含める）によりオン・オ
フすることにより、ベースバンド信号である
包絡線の振幅情報を定包絡線 RF 信号の時間
幅に置き換えて等価的に表す包絡線パルス
幅 変調  (EPWM: Envelope Pulse-Width 
Modulation) 方式が提案されている[3]-[18]。
この EPWM 信号を用いて電力増幅器を常に
スイッチング動作させることにより高い電
力効率を得ることができる。この方式では、
電力増幅器のバイアスを固定とするため、
EER で発生した位相ひずみの問題を解消で
きるとともに、スイッチングレギュレータを
用いないことにより電力損失が抑えられる。
また、PWM により高い線形性が確保できる。
RF 信号はバースト状になるが、最終的に受
信機の復調用ベースバンドフィルタ出力で
の識別時点において送信信号が復元される。 
 EPWM 方式によるスイッチング動作型送
信機の評価に関する報告としては、EPWM
の信号処理についてのシミュレーション、お
よび FPGA 実装による評価の報告は多数あ
るものの、電力増幅器を含めたシステム評価
を行ったものは表 1 に示すように少なく、直
交変調型に関するものは 1 件のみである。さ
ら に 、 変 調 精 度 (EVM: Error Vector 

Magnitude)まで評価したものは、アナログ
PWM を用いたものの 1 件のみであり、ΔΣ
変調を用いたディジタル方式に関する報告
はない。この理由は、EPWM 方式では信号
がバースト状になるため、バイアス変動によ
る EVM 劣化が大きく[18]、良好な特性が得
られないことによると思われる。1/4 波長伝
送線路を用いることによりバイアス変動を
抑える報告はある[13]、[18]が、数 GHz 帯以
下では形状が大きい問題がある。 
 EPWM 方式の中でも、図 2 に示すような
ポーラ変調型 EPWM 方式は、0 以上となる
振幅成分に対し PWM を行うため、PWM 変
調出力および電力増幅器出力が 0 と正値の 2
値のみで構成できるため、これまで多くの検
討が行われている[3]-[8]。しかし、直交信号
から振幅、位相成分への変換は非線形である
ため、振幅成分は帯域が広がり、ディジタル
信号処理を行う際に高いオーバーサンプリ
ング率が必要となる問題がある[10]、[19]。
また、変換された位相を用いてアナログ回路
である位相変調器を変調するため、原理的に
位相誤差が発生し、この位相誤差は温度や経
年変化により変動する。さらに、近年の微細
化 CMOS では耐圧の低下が顕著なため、将 
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図 1 包絡線除去復元(EER)方式の送信機構成 

図 3 直交変調型 EPWM 送信機の構成 



来さらに微細化が進展した場合、位相変調器
のダイナミックレンジが不足し、位相誤差が
拡大する懸念がある。 
 
２．研究の目的 
 上記のような、EERおよびポーラ変調型
EPWMの問題点を解決するために、電力増幅
器直前のRF信号までディジタル回路により
信号処理するのに適した直交変調型EPWM送
信機が報告されている[5]、[9]-[12]。この構成
では、直交する2つのベースバンド信号(同相
成分(I-ch)と直交成分(Q-ch))を入力とし、それ
ぞれをパルス幅変調する。 
さらに、搬送波周波数をもつ0°と90°のクロ
ックとの積をとることによりRF信号に周波
数変換し、同相成分と直交成分の合成を行う
(図3)。合成された信号はスイッチング動作型
増幅器に入力することにより高効率電力増幅
が可能となる。従来の構成では、パルス幅変
調されたベースバンド信号と搬送波クロック
との積をとるためにマルチプレクサを用いる
[9]が、本研究では排他的論理和(EX-OR)を用
いる方法を提案する。 
 直交変調型EPWM送信機においては、同相
成分と直交成分の２つの成分を出力において
合成する必要がある。この合成に単純な2値論
理の論理和(OR)を用いた場合、合成回路の同
相、直交２入力の論理値がともに”1”（オーバ
ーラップ）のときでも論理値が”2”とならない
ため歪を生じる [11]、[12]。この歪は、同相
成分と直交成分を交互に出力しオーバーラッ
プをなくす構成[5]、[9]、[11]、[12]とすること
により除去できる。 
 一般にEPWM送信機では、無信号時に電力
増幅器の消費電力が0とならないと、無信号時
に電力消費が発生し、電力効率が低下する。
これに対し、ポーラ変調型の場合、振幅成分
は0以上であるため、PWM変調出力および電
力増幅器出力は0と正値の2値で構成すること
により、上記の不要電力消費の発生を抑える
ことができる。しかし、直交変調型ではPWM
変調出力および電力増幅器出力は0以外に正
負両方の値を出力する必要がある。このため、
本研究では、パルス密度変調出力に0と±1の3
値論理を用いるとともに、正負と消費電力を
っ生じない0の3値出力が可能な電力増幅器を
用いる方法を提案し、その実現性と有効性を
明らかにする。 
 一方、直交変調型EPWMの構成では、同相
成分と直交成分の交互出力により、送信機出
力においては両成分のベクトル合成がなされ
ないため、電力損が発生することが懸念され
た。しかし、研究成果の項で述べるように、
同相成分と直交成分は、最終的には復調器内
のベースバンドフィルタにおいてベクトル合
成され、復調後の実効的な信号電力において
電力損は生じないことがわかった。このため、

当初計画にあった、搬送波クロックの多相化
により所望の信号ベクトルに近い位相の搬送
波を発生させ、それを用いることにより電力
効率を向上させる研究は不要なことがわかり
中止した。 
 さらに、本研究では、計算機を用いた送信
機動作のシミュレーションに加えて、FPGA
および回路試作により提案する送信機を実装
し、その特性を実験的に明らかにすることを
目標とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 回路構成の提案 
 検討する送信機の研究開始当初および実
施時の目標性能を表 2 に、実施した評価系の
構成を図 4 に示す。周波数帯は、高周波動作
部分の集積回路試作に 0.18μm の CMOS プ
ロセスを用いることを前提に2GHzとしてい
たが、評価にソフトウェア的に作成した
EPWM 信号を電気信号に D/A 変換する任意
波形発生器(AWG)と、オフラインでソフトウ
ェア的に復調を行うためのデータを取得す
るためにディジタルオシロスコープ(OSC)を
使用することとしたため、測定器の周波数制
限から 1GHz に変更した。 
 帯域幅は、当初高速型の FPGA で処理可能
な 100MHz を目標としていたが、量子化雑音
による性能劣化を抑えるにはオーバーサン
プリング率を十分大きくする必要があるた
め、10MHz とした。より高速の信号に対し
ても量子化雑音を低減し、帯域幅を拡大する
ことは今後の課題である。変調方式は、飽和
動作型電力増幅器の後のバンドパスフィル
タによる帯域制限が伝送系のナイキスト条
件に影響を及ぼし伝送特性を劣化させない
よう、サブキャリア帯域の狭い OFDM 方式
が最も適しているが、まず基本特性を評価す
る必要があるため、単一搬送波による 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 当初目標 実施時目標

周波数 2 GHz帯 1 GHz帯

帯域幅 100 MHz以上 10 MHz以上

変調方式 OFDM 16QAM

１次変調方式 256QAM以上 ―

信号対雑音比 40 dB以上 40 dB以上

EVM 40 dB以上 32 dB以上

電力効率 80%以上 80%以上
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図 4  EPWM 送信機特性評価実験系 



16QAM 方式とした。また、送信出力の信号
対 雑 音 比 は 40dB 以 上 、 EVM は
IEEE802.11ac における 256QAM に必要な
値を参考として 32dB 以上とした。電力効率
は、80%以上を実現することを目標とする。 
 最初に、3 値動作ΔΣ変調回路、3 値動作
ディジタル方式アップコンバージョン交互
出力回路、3 値出力電力増幅器を用いる構成
について検討を行った。後者２つについては、
CMOS プロセスを用いた回路構成を提案し
た。 
 (2) 回路特性の理論およびシミュレーショ
ンによる検討 
 提案した回路構成について、理論および計
算機シミュレーションにより特性を評価し、
各構成の実現性および性能の優劣判断を行
い、実験に用いる送信機の構成を決定した。 
(3) 動作原理確認実験 
 集積回路は製作期間が長く、デバッグや修
正が行いにくい。製作期間が短く、目標より
低い周波数(50MHz)において、個別素子をボ
ード上に実装する方法により電力増幅器を
試作し、EPWM 送信機動作原理確認のため
の実験(図４)を行い、提案する送信機の構成
が実現可能であるかどうかの検討を行った。 
(4) 高周波動作特性評価実験 
 提案した送信機の高周波回路部分(電力増
幅器、アップコンバージョン交互出力部)につ
いて、VDEC を通して、0.18µm CMOS プロ
セスを用いて電気設計、レイアウト設計を行
い、試作を行った。現在評価中。 
 
４．研究成果 
(1) 直交変調型とポーラ変調型の比較(表 3、 
本研究 1) 
 復調後のコンスタレーションに対する実
効的な電力効率である実効復調電力効率を
提案した[5.①]。また、これを評価指標とし
て、直交変調型とポーラ変調型 EPWM 送信機
の比較を行った。その結果、直交変調型は、
送信機出力の帯域通過フィルタの帯域を適
当に制限することにより、ほぼ 100%の実効復
調電力効率が得られることがわかった。 
(2) 量子化雑音による帯域外輻射の低減(表
3、本研究 2) 
 EPWM方式は量子化雑音が大きいため、量子
化雑音低減の試みが行われている[17]が、現
状では送信機出力に狭帯域、帯域可変、かつ
低損失の帯域通過フィルタを用いて量子化
雑音を除去する必要がある。このために、ト
ランスバーサルフィルタの各経路に電力増
幅器を挿入する構成[20]が提案されている
が、各経路の電力増幅器の出力合成にトラン
スを用いているため、各経路の増幅器の出力
段トランジスタが互いに干渉し、EVM が劣化
する問題がある。本研究では、出力合成に
180°ハイブリッドを用いることにより、EVM

の劣化なしに、狭帯域、帯域可変、かつ低損
失の帯域通過フィルタが構成できることを
計算機シミュレーションにより示した。現在、
実験的評価を進めている。 
(3) FPGAによるΔΣ変調器および 3値アップ
コンバージョン交互出力部の実装 
 直交変調型 EPWM 送信機の 3 値出力のΔΣ
変調器および電力増幅器に対応するアップ
コンバージョン交互出力部を FPGA 実装し、
ソフトウェア的な信号入力により機能的に
動作することを確認した。今後、信号発生部
も FPGA 実装しリアルタイム動作させること
により、高速動作を確認する予定である。 
(4) EPWM送信機のバースト動作による歪とそ
の補正（表 3、本研究 3） 
 EPWM 送信機では、RF 信号がバースト状と
なることによる EVM劣化の問題に対し、復調
信号点の歪をあらかじめ求めた歪の逆特性
を用いて補正することにより、EVM を改善で
きることを示した。 
(6) 動作原理確認実験(表 3、本研究 4、5) 
 搬送波周波数 50MHz の E 級電力増幅器を作
製し、ポーラ変調型および直交変調型の EPWM
送信機を図 4の実験系により構成し、信号伝
送実験を行った。その結果、ポーラ変調型で
は-21.9dB、直交変調型では-23.0dBの EVMが
得られた。電源供給ラインにインダクタを用
いる E 級増幅器のバースト RF 信号に対する
過渡応答により、EVM は良好とはいえない。
しかし、本結果による実験的な変調精度評価
は、直交変調型 EPWM 送信機、およびΔΣ変
調を用いたポーラ変調型 EPWM 送信機につい
ては初めてのものである。直交変調型につい
ては電力効率が 15.9%と低いが、基本的に 2
値動作の E級増幅器の中間状態を無信号用の
0 出力の用いたためであり、今後電力増幅器
の 3値出力化により改善する。 
(5) D 級増幅器を用いた歪低減および 3 値出
力化(表 3、本研究 6、7) 
 E級増幅器のEPWMにより発生するバースト
RF 信号に対する過渡応答歪による変調精度
劣化の問題に対し、電源供給用の 1/4波長線
路またはインダクタの必要ない D級増幅器を
用いることにより過渡応答特性を改善する
検討を、ポーラ変調型 EPWM 送信機に対する
シミュレーションにより行った。その結果、
nMOSFET のみで構成する D 級増幅器では
-36.0dB、CMOS 構成による D 級増幅器では
-32.4dB と良好な EVM を得た。この D 級増幅
器を 0.18µm CMOS プロセスを用いて試作し、
現在評価中である。D 級増幅器は、2 つの出
力段トランジスタを B級に近い動作をさせる
ことにより、無信号時の電力消費を抑えるこ
とが可能であるため、3 値出力電力増幅器と
して使用できる、今後、改良した D級増幅器
に対し、直交変調型についても評価を行う予
定である。 
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表 1 電力増幅器を含む EPWM 送信機評価に関する他機関からの報告 
 

*1：雑音電力を含む 
 


